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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第122期

中間連結会計期間

第123期

中間連結会計期間
第122期

会計期間
自 2025年４月１日

至 2025年９月30日

自 2026年４月１日

至 2026年９月30日

自 2025年４月１日

至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 7,918 8,364 15,942

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △99 347 215

親会社株主に帰属する中間（当期）純利
益又は親会社株主に帰属する中間純損失
（△）

(百万円) △33 193 91

中間包括利益又は包括利益 (百万円) △36 159 710

純資産額 (百万円) 9,518 10,341 10,265

総資産額 (百万円) 23,020 26,743 25,626

１株当たり中間(当期)純利益又は１株当
たり中間純損失（△）

(円) △10.33 60.25 28.39

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 39.7 37.2 38.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 437 123 297

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △2,179 △941 △3,189

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 1,370 560 3,865

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(百万円) 2,536 3,624 3,881
 

(注) １. 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。
２. 「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　主要な関係会社については、当中間連結会計期間より、新たに設立した日鋳テック株式会社を連結の範囲に含めて

おります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当中間連結会計期間においては、水道事業体のダクタイル鋳鉄管及びガス管路向けの鋳物・ポリエチレン管の発

注量が引き続き低調に推移していることに加えて、為替レートや中東情勢の影響による資材価格・エネルギーコス

トの高騰や人件費等の諸経費の上昇も続いており、収益を大きく圧迫する要因となっております。

このような環境のもと、2026年10月５日開催の取締役会において、新設した当社の100％子会社である日鋳テック

株式会社との間で、当社を吸収分割会社、新会社を吸収分割承継会社とする吸収分割契約、及び当社と株式会社ク

ボタとの間で合弁会社の設立等に関する覚書を締結することを決定し、当該契約を締結いたしました。

現在は、2027年１月４日の合弁会社設立に向け、引き続きOEM受託生産に必要なダクタイル鉄管（直管）の生産能

力の増強工事を着実に進めております。

設備の再編によるコスト低減等の当社の企業努力に加え、お客様にご理解いただきながら販売価格の改定を進

め、再生産可能な収益の水準への改善を図ってまいります。

 
また、2025年７月に発表した中期経営計画に基づき、『生活基盤の平穏と更なる進化のため、あらゆる技術を築

き磨く』を指針とした水道・ガスそれぞれのインフラに携わる企業として、『管路維持サイクル』の実現に向け、

管の製造・販売のみならず、管路整備サイクル一周すべてに関わるビジネスモデルの構築を推進しております。

新製品として、さや管推進工法対応部品「オセール」の適用管径サイズ拡大、「円形消火栓プレキャスト工法」

の東京都水道局様によるご採用・販売拡大や、Fracta社とのパートナーシップによるFracta-AI管路診断技術等の拡

大により、収益改善に繋げております。

 
今後もESG経営を進め、継続的に発展していく企業を目指し、環境変化に柔軟かつ迅速に対応できる企業体質の強

化を引き続き推し進めてまいります。

 
当中間連結会計期間の経営成績は以下のとおりとなっております。

 
売上高につきましては、水道事業体の管路布設向け鋳鉄管発注量の減少影響を受け、引き続き受注量は低水準な

状況が続いておりますが、販売価格の改善、高付加価値商品の販売増加及びグループ会社の受注高の拡大等によ

り、前年同期比では４億46百万円（前年同期比5.6％）増加し、83億64百万円となりました。

収益につきましては、売上高が改善したことに加え、前年度にあった電気炉の試運転に伴う一過性の費用が解消

したことや、グループ会社の受注拡大等により、営業損益は５億23百万円増加の４億12百万円の利益、経常損益は

４億47百万円増加の３億47百万円の利益に改善いたしました。

親会社株主に帰属する中間純損益は、前年度は製造合弁会社設立準備に伴う受取精算金として特別利益に165百万

円を計上した一方、当期は製造合弁会社設立に伴う設備撤去費用等による特別損失を18百万円を計上したこと等に

より、２億26百万円増加し１億93百万円の利益となりました。

 
引き続き、皆様のご期待に添えるような企業運営に努め、安定利益の確保に向けて、一層努力してまいりますの

で、ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

ダクタイル鋳鉄関連

当中間連結会計期間の売上高につきましては、水道事業体の管路布設向け鋳鉄管発注量の減少影響を受け、引き

続き受注量は低水準な状況が続いておりますが、販売価格の改善、高付加価値商品の販売増加及びグループ会社の
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受注高の拡大等により、前年同期と比べ４億97百万円（前年同期比7.2％）増加し、73億84百万円となりました。

セグメント利益又は損失につきましては、売上高の増加に加え、前年度にあった電気炉の試運転に伴う一過性の

費用が解消したことや、グループ会社の受注拡大等により、前年同期と比べ４億40百万円増加し、２億65百万円の

セグメント利益となりました。

 
樹脂管・ガス関連

当中間連結会計期間の売上高につきましては、工事減少に伴うガス管路向けの鋳物・ポリエチレン管の発注量が

低調に推移している中、販売価格の改善や子会社のリサイクル事業の売上高が増加したこと等で挽回はしたもの

の、前年同期と比べ50百万円（前年同期比△4.9％）減少し、９億80百万円となりました。

セグメント利益につきましては、売上高の減少があったものの、コストの改善等により前年同期と比べ81百万円

（前年同期比126.5％）増加し、１億46百万円のセグメント利益となりました。

 

当中間連結会計期間の総資産は、267億43百万円と前連結会計年度末と比べ11億17百万円増加しました。

これは主に、売上高増加に伴い「受取手形及び売掛金」が２億95百万円、「商品及び製品」が２億22百万円、ダ

クタイル鉄管（直管）の生産能力増強工事に伴う新規資産の取得等により「有形固定資産」が５億87百万円増加し

たこと等によるものであります。

負債合計は、164億２百万円と前連結会計年度末と比べ10億42百万円増加しました。

これは主に、電気炉の新設や製造合弁会社の設立にあたってのダクタイル鉄管（直管）の生産能力増強工事に伴

う資金準備のためのシンジケートローン組成の影響により「短期借入金」が２億50百万円減少及び「長期借入金

（１年内返済予定の分を含む）」が10億円増加したこと、「支払手形及び買掛金」が３億58百万円増加したこと等

によるものであります。

純資産合計は、103億41百万円と前連結会計年度末と比べ75百万円増加しました。

これは主に、配当金の支払いにより80百万円減少した一方、「親会社株主に帰属する中間純利益」を１億93百万

円計上したこと等によるものであります。

 
 

（2） キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、36億24百万円と前連結会計年

度末に比べて２億57百万円（前年同期比△6.6％）の減少となりました。

 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、１億23百万円(前年同中間連結会計期間は４億37百万円の増加)となりました。こ

れは主に、増加要因としての税金等調整前中間純利益３億29百万円、減価償却費４億５百万円の計上があった一

方、減少要因としての売上債権の増加額４億75百万円、棚卸資産の増加額２億26百万円があったこと等によるもの

であります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、９億41百万円(前年同中間連結会計期間は21億79百万円の減少)となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出９億４百万円があったこと等によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は、５億60百万円(前年同中間連結会計期間は13億70百万円の増加)となりました。

これは主に、返済期日を迎えた長期借入金の返済による支出が20億円、借換え及び新規の長期借入れによる収入

が30億円があったこと、配当金の支払による支出80百万円等によるものであります。

 
 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の優先的に対処すべき事業上及び財務

上の課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。
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(4) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は14百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
 
(5) 主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の著し

い変更はありません。

 
 
３ 【重要な契約等】

(１）吸収分割契約及び合弁会社設立に関する覚書

当社は、2026年10月５日開催の取締役会において、新設した当社の100％子会社である日鋳テック株式会社との

間で、当社を吸収分割会社、新会社を吸収分割承継会社とする吸収分割契約、及び当社と株式会社クボタとの間で

合弁会社の設立等に関する覚書を締結することを決定し、当該契約を締結いたしました。詳細は、「第４　経理の

状況　（１）中間連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりです。

 
(２）ローン契約に付される財務上の特約

 
日本鋳鉄管株式会社

契約締結日 借入先
借入金残高
（百万円）

弁済期限 担保の有無
財務上の特約
の内容

2026年６月26日
シンジケートローン
金融機関５社

2,000 2031年６月30日 無し （注）
 

 
（注） 本シンジケートローンの財務上の特約は以下のとおりです。

・　2027年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を

2026年３月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

・　2027年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期におけ

る連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,800,000

計 12,800,000
 

　　

② 【発行済株式】

 

 
種類

 

中間会計期間末

現在発行数(株)

(2026年９月30日)

提出日現在発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

 

普通株式 3,293,074 3,293,074
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株で

あります。

計 3,293,074 3,293,074 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

（千株）

発行済株式

総数残高

（千株）

資本金増減額

 

（百万円）

資本金残高

 

（百万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金

残高

（百万円）

2026年９月30日 ─ 3,293 ─ 1,855 ─ 264
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目２番３号 960 29.88

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸１丁目５－20 333 10.37

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 68 2.12

株式会社Ｗ不動産 東京都港区港南１丁目８－15 60 1.87

ＭＳＩＰ　ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥ
Ｓ
（常任代理人　モルガン・スタンレーＭＵ
Ｆ　Ｇ証券株式会社）

２５ ＣＡＢＯＴ ＳＱＵＡＲＥ，ＣＡＮ
ＡＲＹ ＷＨＡＲＦ，ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１
４ ４ＱＡ，Ｕ．Ｋ．
（東京都千代田区大手町１丁目９－７大
手町フィナンシャルシティサウスタ
ワー）

46 1.46

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番21号 35 1.11

高城裕
（常任代理人　三田証券株式会社）

ＫＨＬＯＮＧＴＯＥＩ，ＢＡＮＧＫＯ
Ｋ，１０１１０，ＴＨＡＩＬＡＮＤ
（東京都中央区日本橋兜町３－11）

35 1.09

中田勇 東京都練馬区 34 1.09

南富俊 大阪市淀川区 33 1.04

株式会社みずほ銀行
 （常任代理人　株式会社日本カストディ銀
行）

東京都千代田区大手町１丁目５番５号
 （東京都中央区晴海１丁目８番12号）

27 0.85

計 ― 1,634 50.87
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　　   　2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ─

議決権制限株式（その他） ― ― ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 80,000
 

― ─

完全議決権株式（その他）
普通株式

31,969
単元株式数は100株であり

ます。3,196,900

単元未満株式
普通株式

― ─
16,174

発行済株式総数 3,293,074 ― ―

総株主の議決権 ― 31,969 ―
 

（注）１.「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）含ま

れております。

　２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式64株が含まれております。

 

 
② 【自己株式等】

   2026年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

日本鋳鉄管株式会社

埼玉県久喜市菖蒲町昭和

沼１番地
80,000 ― 80,000 2.4

計 ― 80,000 ― 80,000 2.4
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,881 3,624

  受取手形及び売掛金 2,742 3,037

  電子記録債権 2,865 3,045

  商品及び製品 2,982 3,204

  仕掛品 777 753

  原材料及び貯蔵品 671 700

  その他 235 243

  貸倒引当金 △54 △58

  流動資産合計 14,103 14,550

 固定資産   

  有形固定資産   

   機械装置及び運搬具 15,884 15,919

    減価償却累計額 △13,679 △13,796

    機械装置及び運搬具（純額） 2,205 2,123

   土地 3,163 3,163

   その他 11,138 11,946

    減価償却累計額 △7,653 △7,792

    その他（純額） 3,484 4,154

   有形固定資産合計 8,853 9,441

  無形固定資産 462 461

  投資その他の資産 *1  2,206 *1  2,290

  固定資産合計 11,522 12,193

 資産合計 25,626 26,743

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 614 972

  電子記録債務 1,777 1,653

  短期借入金 *2  4,850 *2  4,600

  １年内返済予定の長期借入金 *2  2,169 *2  369

  未払法人税等 121 133

  賞与引当金 154 156

  その他 833 950

  流動負債合計 10,521 8,837

 固定負債   

  長期借入金 *2  2,630 *2  5,430

  役員退職慰労引当金 53 61

  退職給付に係る負債 21 20

  負ののれん 3 3

  その他 2,129 2,049

  固定負債合計 4,838 7,565

 負債合計 15,360 16,402
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,855 1,855

  資本剰余金 264 264

  利益剰余金 6,370 6,484

  自己株式 △106 △106

  株主資本合計 8,385 8,498

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 62 102

  退職給付に係る調整累計額 1,439 1,354

  その他の包括利益累計額合計 1,501 1,457

 非支配株主持分 378 384

 純資産合計 10,265 10,341

負債純資産合計 25,626 26,743
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(2) 【中間連結損益及び包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 7,918 8,364

売上原価 6,729 6,670

売上総利益 1,188 1,694

販売費及び一般管理費 *1  1,299 *1  1,282

営業利益又は営業損失（△） △110 412

営業外収益   

 設備賃貸料 2 2

 受取賃貸料 1 2

 作業くず売却益 6 9

 受取精算金 *2  22 *2  4

 その他 17 20

 営業外収益合計 50 40

営業外費用   

 支払利息 36 68

 支払手数料 0 26

 設備賃貸費用 2 2

 その他 0 7

 営業外費用合計 39 105

経常利益又は経常損失（△） △99 347

特別利益   

 固定資産売却益 0 －

 受取精算金 *2  165 －

 特別利益合計 165 －

特別損失   

 固定資産除却損 1 18

 固定資産売却損 － 0

 特別損失合計 1 18

税金等調整前中間純利益 63 329

法人税、住民税及び事業税 63 117

法人税等調整額 21 7

法人税等合計 85 125

中間純利益又は中間純損失（△） △21 203

（内訳）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に
帰属する中間純損失（△）

△33 193

非支配株主に帰属する中間純利益 12 10

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 13 40

 退職給付に係る調整額 △29 △84

 その他の包括利益合計 △15 △43

中間包括利益 △36 159

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △49 149

 非支配株主に係る中間包括利益 12 10
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 63 329

 減価償却費 396 405

 負ののれん償却額 △2 △0

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 4

 受取利息及び受取配当金 △2 △2

 受取精算金 △187 △4

 支払利息 36 68

 売上債権の増減額（△は増加） 528 △475

 棚卸資産の増減額（△は増加） △535 △226

 破産更生債権等の増減額（△は増加） 0 0

 仕入債務の増減額（△は減少） 231 257

 賞与引当金の増減額（△は減少） 5 2

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 0 7

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △33 △26

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1 △0

 退職給付費用 △29 △122

 固定資産除売却損益（△は益） △1 18

 未払消費税等の増減額（△は減少） 151 120

 未収消費税等の増減額（△は増加） 9 11

 その他 △113 △237

 小計 514 126

 利息及び配当金の受取額 2 2

 利息の支払額 △53 △71

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △61 △111

 精算金の受取による収入 36 177

 営業活動によるキャッシュ・フロー 437 123

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △2,296 △904

 有形固定資産の売却による収入 20 0

 有形固定資産の除却による支出 △27 △20

 無形固定資産の取得による支出 △42 △64

 
有形固定資産の除却に係る精算金の受取による
収入

166 77

 その他 － △29

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,179 △941

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,500 △250

 長期借入れによる収入 － 3,000

 長期借入金の返済による支出 － △2,000

 配当金の支払額 △80 △80

 非支配株主への配当金の支払額 △4 △4

 リース債務の返済による支出 △44 △75

 その他 △0 △29

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,370 560

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △371 △257

現金及び現金同等物の期首残高 2,908 3,881

現金及び現金同等物の中間期末残高 *1  2,536 *1  3,624
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【注記事項】

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（連結の範囲の重要な変更）

　当中間連結会計期間より、新たに設立した日鋳テック株式会社を連結の範囲に含めております。

　なお、当該連結の範囲の変更は、当中間連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与え

ることが確実であると認められ、連結貸借対照表の資産合計及び負債合計の増加、連結損益計算書の売上高の増加

等が見込まれます。

 
(表示方法の変更)

（中間連結損益及び包括利益計算書関係）

　前中間連結会計期間において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「貸倒引当金戻入額」は、金額的重要

性が乏しくなったため、当中間連結会計期間においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変

更を反映させるため、前中間連結会計期間の中間連結損益及び包括利益計算書の組替えを行っております。

　この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益及び包括利益計算書において、「営業外収益」に表示していた

「貸倒引当金戻入額」５百万円、及び「その他」12百万円として表示していた金額は、「その他」17百万円として

組み替えております。

 
(中間連結貸借対照表関係)

 

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

投資その他の資産 7 百万円 7 百万円
 

 
※２　借入金

借入金のうち、当中間連結会計期間末におけるシンジケートローン契約に係る残高等は次のとおりであります。

 
　　　①　契約締結日：2021年６月30日　　弁済期限：2026年６月30日

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

借入実行残高 2,000 百万円 － 百万円
 

 
　　　　この契約には、以下の財務上の特約が付されております。

　　・　2022年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を6,500百

万円以上に維持すること。

　　・　2022年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連

結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

　　　　なお、本契約については、弁済期限2026年６月30日に弁済が完了したことに伴い、契約終了しております。

 
　　　②　契約締結日：2026年６月26日　　弁済期限：2031年６月30日

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

借入実行残高 － 百万円 2,000 百万円
 

 
　　　　この契約には、以下の財務上の特約が付されております。

　　・　2027年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2026年

３月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

　　・　2027年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連

結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。
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　   ③　契約締結日：2025年11月28日　　弁済期限：2026年12月30日より分割返済

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

貸出コミットメント契約の総額 5,500 百万円 5,500 百万円

借入実行残高 2,800 〃 3,800 〃

差引額 2,700 百万円 1,700 百万円
 

 
　　　　この契約には、以下の財務上の特約が付されております。

　　・　2026年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2025年

３月期決算の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

　　・　2026年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連

結損益及び包括利益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

 
(中間連結損益及び包括利益計算書関係)

 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
 至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
 至 2026年９月30日)

運送費 187 百万円 176 百万円

給料手当 409 〃 400 〃

賞与引当金繰入額 64 〃 64 〃

退職給付費用 0 〃 △16 〃

役員退職慰労引当金繰入額 12 〃 6 〃

貸倒引当金繰入額 1 〃 5 〃
 

 
※２　受取精算金の内容は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

　前連結会計年度において、株式会社クボタとの製造合弁会社設立に関する契約に基づき、電気炉投資等に伴

う設備撤去に関する精算金を特別利益に１億65百万円、その他費用に関する精算金を営業外収益に22百万円計

上しております。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

　当連結会計年度において、株式会社クボタとの製造合弁会社設立に関する契約に基づき、設立準備に関わる

費用を受取精算金として営業外収益に４百万円計上しております。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間

(自 2025年４月１日

至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 2026年４月１日

至 2026年９月30日)

現金及び預金 2,536 百万円 3,624 百万円

現金及び現金同等物 2,536 百万円 3,624 百万円
 

 

(株主資本等関係)

 

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

 
 １. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 80 25.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

 

 
２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

 
 １. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日

定時株主総会
普通株式 80 25.00 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金

 

 
２. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】
 

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)
 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

中間連結損益

及び包括利益

計算書計上額

(注)２
 

ダクタイル

鋳鉄関連

樹脂管・

ガス関連
計

売上高       

顧客との契約から

生じる収益
6,887 1,031 7,918 7,918 － 7,918

外部顧客への売上高 6,887 1,031 7,918 7,918 － 7,918

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 21 21 21 △21 －

計 6,887 1,052 7,940 7,940 △21 7,918

セグメント利益又は

損失（△）
△174 64 △110 △110 △0 △110

 

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額 △０百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益及び包括利益計算書の営業損益と調整を行っております。

 
２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 
 

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)
 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

中間連結損益

及び包括利益

計算書計上額

(注)２
 

ダクタイル

鋳鉄関連

樹脂管・

ガス関連
計

売上高       

顧客との契約から

生じる収益
7,384 980 8,364 8,364 － 8,364

外部顧客への売上高 7,384 980 8,364 8,364 － 8,364

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 12 12 12 △12 －

計 7,384 992 8,377 8,377 △12 8,364

セグメント利益 265 146 412 412 △0 412
 

(注) １. セグメント利益の調整額 △０百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益及び包括利益計算書の営業損益と調整を行っております。

 
２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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(収益認識関係)

 
顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

 

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目

前中間連結会計期間

(自 2025年４月１日

至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 2026年４月１日

至 2026年９月30日)

 
１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損

失（△）

 

 
 

△10円33銭 60円25銭

(算定上の基礎)
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株

主に帰属する中間純損失（△）

 

（百万円） △33 193

 
普通株主に帰属しない金額

 

 
(百万円)

 
－ －

 
普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）

 

 
(百万円)

 
△33 193

 
普通株式の期中平均株式数

 

 
(千株)

 
3,213 3,213

 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

 
（吸収分割契約及び合弁会社設立に関する覚書の締結）

当社は、2026年10月５日開催の取締役会において、新設した当社の100％子会社である日鋳テック株式会社（以下

「新会社」）との間で、当社を吸収分割会社、新会社を吸収分割承継会社とする吸収分割契約（以下「本契

約」）、及び当社と株式会社クボタ（以下クボタ）との間で合弁会社の設立等に関する覚書（以下「本覚書」）を

締結することを決定し、当該契約を締結いたしました。

クボタの新会社への出資の方法は、当社のダクタイル鉄管（直管）の製造に関する事業を新会社に吸収分割の方

法により承継させた上で（以下「本吸収分割」）、当社が保有する新会社の発行済株式のうちの一部（19.9％）を

クボタに譲渡することにより、クボタが新会社への出資（以下「本出資」）を行うものです。

 
１．本吸収分割及び本株式譲渡の目的

当社の主力製品であるダクタイル鉄管の需要はこの20年でほぼ半減しており、今後も老朽化に伴う更新需要

はあるものの、大幅な需要の拡大は見込みにくい環境下にあり、業界全体の生産設備は過剰な状態にありま

す。その一方で、ダクタイル鉄管は国内の水道の主要な管材として使用され、国内の水道においては98％を超

える高水準まで普及している公共性の高い製品となっています。

そこで、当社とクボタは、今後も社会インフラを支える企業として供給責任を果たしていくため、両社の生

産設備を再編・統合し新会社を設立することとしました。新会社は、当社の久喜工場におけるダクタイル鉄管

（直管）の製造部門を承継し、当社が販売するダクタイル鉄管（直管）及びクボタが販売する小口径（呼び径
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75mm～250mm）のダクタイル鉄管（直管）の完成品及び半完成品のOEM生産を行う予定です。

 
２．本吸収分割の要旨

（１）本吸収分割の日程

取締役会決議日 2026年10月５日

吸収分割契約締結日 2026年10月５日

臨時株主総会決議日 2026年12月17日（予定）

本吸収分割の効力発生日 2027年１月４日（予定）
 

（注１）当事者間で協議及び検討を進める中で、手続及び日程を変更する場合があります。

（注２）本吸収分割の効力発生については、2026年12月17日開催予定の当社臨時株主総会において

関連議案が承認可決されること等が前提条件となります。

 
（２）本吸収分割及び出資の方式

当社を吸収分割会社、新会社を吸収分割承継会社とする吸収分割です。

当社の保有する新会社の発行済株式のうちの19.9%をクボタに譲渡する方法とします。

 
（３）本吸収分割に係る割当ての内容

本吸収分割は、当社と当社の完全子会社である新会社との間で行うものであるため、本吸収分割に際して株

式その他の金銭等の割当て及び交付は行いません。

 
（４）本吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。

 
（５）本吸収分割により増減する資本金

当社の資本金に変更はありません。

 
（６）承継会社が承継する権利義務

新会社は、本事業に関して当社が有する資産、負債及び契約上の地位等の権利義務のうち、吸収分割契約に

定めるものを承継する予定です。

 
（７）債務履行の見込み

本吸収分割の効力発生日以降において、新会社が負担すべき債務については、履行の見込みに問題はないと

判断しています。

 
３．本吸収分割の当事会社の概要

（１）吸収分割承継会社（新会社）

名称 日鋳テック株式会社

所在地 埼玉県久喜市菖蒲町昭和沼１番地

代表者の役職・氏名
代表取締役　長谷部　圭一
（本吸収分割後の代表取締役　田野　学（予定））

事業内容
ダクタイル鉄管（直管）の製造と販売
（本吸収分割の効力発生前は事業を行っておりません。）

資本金 30百万円（2026年12月に実施予定の増資後は300百万円（予定））

設立年月日 2026年６月10日

決算期 ３月31日

出資比率 当社100％（本出資後は当社80.1％、クボタ19.9％）
 

 
（２）本吸収分割後の分割会社及び承継会社の状況

当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はない見込みです。承継会

社の代表取締役については、田野 学 氏を候補者としております。正式には2027年１月４日に予定しておりま
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す新会社の株主総会後の取締役会にて決定いたします。

 
 
４．分割する事業の概要

（１）分割する事業の内容、規模

事業の内容　ダクタイル鉄管（直管）の製造に係る事業

事業の規模　当社売上高の約70％に相当するダクタイル鉄管（直管）の製造

 
（２）分割する事業の経営成績

分割する事業は製造部門のみであり、独立した部門としての経営成績はありません。

 
（３）分割する資産、負債の項目及び金額

現時点では確定しておりません。

 
５．本株式譲渡の概要

譲渡先 株式会社クボタ

譲渡する株式の数 新会社の発行済株式の19.9％に相当する株式

譲渡日 2027年１月４日（予定）

譲渡後の出資比率 当社80.1％、クボタ19.9％
 

 
（１） 本株式の譲渡による売却損益

　　売却による損益は発生いたしません。

 
６．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理する予定です。

 
７．今後の見通し

本吸収分割及び本出資による影響は、当社が2026年７月31日に公表した2027年３月期の通期連結業績予想に

織り込み済みであり、現時点で通期連結業績予想の変更はありません。

 

 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

２０２６年１１月１２日
　

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社

　

取 締 役 会　　御　中

 

EY新日本有限責任監査法人

東    京    事    務    所
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士 中  村  裕  輔  業 務 執 行 社員  

 

 

指定有限責任社員  
公認会計士 市  川  典  史  

業 務 執 行 社員  
 

　
 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ

ている日本鋳鉄管株式会社の２０２６年４月１日から２０２７年３月３１日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（２０２６年４月１日から２０２６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係

る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本鋳鉄管株式会社及び連

結子会社の２０２６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点におい

て認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ

ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ

ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、

結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作

成することが適切であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期

中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に

表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注

意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中

間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関

連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を

入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ
ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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